
新規・拡充事業評価票

①事 業 名 【５０】国立大学等の施設整備の推進

②主管課及び関 （主管課）大臣官房文教施設企画部計画課（課長：岩立忠夫）
係課 課長名 （関係課）高等教育局国立大学法人支援課（課長：藤原誠）（ ）

／専門教育課（課長：永山裕二）／医学教育課（課長：栗山雅秀）
／研究振興局学術機関課（課長：森晃憲）

③施策目標及び 政策目標３－２ 大学などにおける教育研究基盤の整備
達成目標 達成目標３－２－１ 第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画に基づき、国立大学等

の施設整備を重点的・計画的に推進する。
達成目標３－２－２ 全学的視点に立った施設運営・維持管理やスペースの弾力的・流

動的な活用等の施設マネジメントを推進する。
達成目標３ー２－３ 寄附・自己収入による整備など、国立大学等の自助努力に基づい

た新たな整備手法による施設整備を推進する。

④事業の概要 本事業は、世界一流の優れた人材の養成と創造的・先端的な研究開発を推進するため
の基盤である国立大学等の施設について 「第３期科学技術基本計画 （ 閣議決、 」 H18.3.28
定）を受け策定した「第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画 （以下 「第２次５」 、
か年計画」という （ ）に基づき重点的・計画的整備を図る。。） H18.4.18

具体的には、老朽施設の再生を最重要課題とし、併せて、新たな教育研究ニーズによ
る施設の狭隘化の解消を図り、人材養成機能を重視した基盤的施設及び卓越した研究拠
点（以下 「教育研究基盤施設」という ）の再生を図る。また、大学附属病院につい、 。
ては、先端医療の先駆的役割などを果たすことができるよう計画的に整備を図る。併せ
て、全学的視点に立った施設運営・維持管理等の施設マネジメント、及び、寄附や自己
収入による整備等の国立大学等の自助努力に基づいた新たな整備手法による整備等のシ
ステム改革の取組を推進する。

⑤予算額及び 平成１９年度概算要求額： 百万円（平成 年度予算額： 百万円）113,335 18 89,610
事業開始年度 事 業 開 始 年 度 ：平成１８年度

⑥広報計画 本事業については、特に当該事業に密接に関係する国立大学等関係者を中心に広報活
動を行う。併せて、政財界の関係者等にも広報活動を進めていくとともに、国民の理解
増進を図る。

本事業の展開にあたっては、特に事業の必要性や効果、実施内容等についての正しい
理解を得、支持を得ることを目指す。

情報発信については、関係者の理解を深めるため、適宜、説明会等を行うとともに、
幅広い対象の理解を得るため、ホームページへの掲載や文部科学時報への掲載（平成１
８年１０月号に特別記事掲載予定）等を行う。

⑦事業開始時に 国立大学等施設の老朽化・狭隘化の解消を図るため、第２次５か年計画に基づき平成
おいて得よう １８年度から平成２２年度までの５か年間に、特に緊急性の高い約 万㎡の施設整備540
とした効果 を実施する。

教育研究基盤施設の再生
・老朽再生整備 （約４００万㎡）
・狭隘解消整備 （約 ８０万㎡）

大学附属病院の再生 （約 ６０万㎡） 計 約５４０万㎡

また、全学的視点に立った施設運営・維持管理等の施設マネジメント、及び、寄附や
自己収入による整備等、国立大学等の自助努力に基づいた新たな整備手法による施設整
備等のシステム改革を実施する。

⑧得られた効果 平成１８年度において、国立大学法人施設整備費等による整備により、第２次５か年
計画の整備対象である教育研究基盤施設の老朽再生整備は約２５万㎡、狭隘解消整備は
約４万㎡、大学附属病院の再生整備は約１１万㎡実施される見込みである。併せて、施
設マネジメントの実施による施設の有効活用や、国立大学等の自助努力に基づいた新た
な整備手法よる施設整備が進展しており、国立大学等施設の整備・充実に一定の効果が
得られている。

⑨得ようとする 【得ようとする効果】 ⑩達成年度
効果及び上位 国立大学等施設の老朽化・狭隘化の解消を図るため、第２
目標との関係 次５か年計画に基づき平成１８年度から平成２２年度までの

５年間に、特に緊急性の高い約 万㎡の施設整備を実施す 平成２２年度540
る。
【上位基本目標・達成目標との関係】

本事業の効果を上げることにより、国立大学等において、



教育研究の基盤である施設の整備が進み、政策目標３－２に
ある「大学などにおける教育研究基盤の整備」という成果に
結びつく。

⑪必要性 大学等の施設は、世界一流の優れた人材の養成や創造的・先端的な研究開発を推進す
るための拠点であり、科学技術創造立国を目指す我が国にとって不可欠な基盤である。

国立大学等の施設については、これまで重点的・計画的に整備が行われ、狭隘解消整
、 、 、備等により教育研究環境が充実し 教育研究の進展 先端技術を取得した研究者の養成

新技術の開発などにおいて一定の効果が現れて来ている。しかし、国立大学等施設の現
状は、老朽化した施設が増加し、次世代をリードする研究者など優れた人材の養成や創
造的・先端的な研究開発の場の確保が困難になりつつあることから、本事業の実施によ
り、国立大学等施設の再生を図る必要がある。

このことは、第３期科学技術基本計画（ 閣議決定）において 「科学技術創H18.3.28 、
造立国を実現するためには、大学・公的研究機関等の施設・設備の整備促進が不可欠で

、 。」 。あり 公共的施設の中でも高い優先順位により実施される必要がある とされている
さらに、国立大学等の施設整備について 「国は、老朽施設の再生を最優先課題として、
位置付け、長期的な視点に立ち計画的な整備に向けて特段の予算措置を講じる 」とさ。
れている。

また、平成１９年度の科学技術に関する予算等の資源配分方針（H18.6.14）において、国立
大学等の施設整備について、「「第２次５か年計画」に示す整備面積の達成を図るべく強力に
に推進。」するよう示されている。

⑫効率性 事業の実施にあたっては 「公共工事コスト縮減対策に関する新行動指針 「同新行、 」、
動計画」及び 「公共事業コスト構造改革プログラム」に基づき、積極的にコスト縮減、
を図り、必要最小限の経費で多くの事業を実施するなど、予算の効率的な執行に努める
とともに、寄附、産業界・地方自治体等との連携による整備など、国立大学等の自助努
力に基づく新たな整備手法にも積極的に取り組みながら、重点的・計画的な整備を推進
する。併せて、施設マネジメントにより、スペースの弾力的・流動的な活用等、施設の
効率的利用を推進する。

また、老朽化した施設の改善については、施設の機能性・構造安全性・耐久性等に鑑
み、既設施設の活用が可能なものについて、改築ではなく、改修による整備を図ること
により事業コストを抑制することが可能となる。

⑬想定できる代 国立大学等の施設は、我が国の高等教育の均衡ある発展を目指し、国立大学等が競争
替手段との比 的環境の中で自主的・自律的な発展を図り、各大学の教育研究の理念や目標を具現化す
較考量 るために必要な基盤であり、国家的な資産を形成することから、国の施設整備費補助金

をもって措置する必要がある。
なお、寄附金等による整備など、国立大等の自助努力に基づく新たな整備手法による

整備についても引き続き推進していく。

⑭ 指標・参考指 ・整備目標に対する進捗状況
有 標 ・システム改革の進捗状況（確保された共同利用スペースの面積、新たな整備手法によ

る整備件数）
効

効果の把握の 整備目標に対する進捗状況については、実施した整備面積により把握する。システム
性 仕方 改革の進捗状況については、毎年５月に実施する施設マネジメントや新たな整備手法の

取組状況の調査により把握する。

得ようとする これまでの実績に基づき試算した所要経費の確保ができれば、達成目標は概ね達成さ
効果の達成見 れると考えている。
込み及びその
判断根拠

⑮公平性、優先 事業の選定にあたっては、必要性・緊急性をはじめ、教育研究の活性化状況やシステ
性 ム改革の取組状況などについて、有識者（国立大学法人等施設整備に関する検討会）の

評価に基づき、客観的で公平性のある資源配分を行っている。

⑯評価に用いた 整備目標に対する進捗状況については、実施した整備面積による。また、システム改
データ・情報 革の進捗状況については、施設マネジメントや新たな整備手法の取組状況等の調査によ
・外部評価等 る。

なお、国立大学等の施設整備については、科学技術政策担当大臣・総合科学技術会議
有識者議員による「平成１８年度概算要求における科学技術関係施策の優先順位につい
て」において、大学等の施設の整備（老朽化対策）はＳ評価を受けている。

⑰備 考 【科学技術関係経費の該当の有無】
本事業は、科学技術関係経費に該当するものである。
【科学技術基本計画上の根拠】
第３章３ （１）施設・設備の計画的・重点的整備に 「大学・公的研究機関等の施設． 、



・設備の整備促進が不可欠であり、公共的施設の中でも高い優先順位により実施される
必要がある 」。
第３章３ （１）①国立大学法人、公的研究機関等の施設の整備に 「国は、老朽施設． 、
の再生を最重要課題として位置付け、長期的な視点に立ち計画的な整備に向けて特段の
予算措置を講じる 」とされている。。



国立大学等の施設整備の推進
－「 第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画(平成18～22年度）－

■ 国立大学等施設の現状と課題

第３期科学技術基本計画（抄）（平成１８年３月２８日閣議決定）

・（大学の施設・設備の整備促進は）公共的施設の中でも高い優
先順位により実施される必要がある。

・国は、老朽施設の再生を最重要課題として位置付け、長期的な
視点に立ち計画的な整備に向けて特段の予算措置を講じる。

・第２期科学技術基本計画（平成１３～１７年度）を受け策定した「国立大学等施設緊急整備５か年
計画」の実施により、優先的に取り組んできた狭隘解消は計画通り整備されたが、老朽施設の改
善は遅れ、その後の経年等による需要とあいまって、老朽施設は増加

・機能上劣化した老朽施設
保有面積全体の１／３

・耐震性に問題のある建物

・平成１３年度以降に新たに設置された大学院への対応など、新たな教育研究ニーズも発生

■ 第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画

科学技術創造立国の実現

世界一流の優れた人材の養成 創造的・先端的な研究開発の推進

老朽再生整備
約４００万㎡

狭隘解消整備
約８０万㎡

約６０万㎡

所要経費 最大約１兆２，０００億円

・施設マネジメントを一層推進
・新たな整備手法による施設整備を引き続き推進
・システム改革への取組等を積極的に評価
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老朽再生整備
が必要な施設

約７００万㎡

全保有面積

約２，５００万㎡ 狭隘解消のため
に必要な施設

約３００万㎡

人材養成機能を重視した基盤的施設
・大学院の基盤強化
・特色ある高等教育の基盤充実

卓越した研究拠点
・世界水準の独創的・先端的研究拠点等の整備

大学附属病院
・一層社会に貢献できる病院と して再生

【第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画】

大学附属病院の再生

教育研究基盤施設の再生

合計 約５４０万㎡

基本方針

老朽再生整備
約４００万㎡

狭隘解消整備
約８０万㎡

約６０万㎡

所要経費 最大約１兆２，０００億円

・施設マネジメントを一層推進
・新たな整備手法による施設整備を引き続き推進
・システム改革への取組等を積極的に評価
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が必要な施設

約７００万㎡

全保有面積

約２，５００万㎡ 狭隘解消のため
に必要な施設

約３００万㎡

人材養成機能を重視した基盤的施設
・大学院の基盤強化
・特色ある高等教育の基盤充実

卓越した研究拠点
・世界水準の独創的・先端的研究拠点等の整備

大学附属病院
・一層社会に貢献できる病院と して再生

【第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画】

大学附属病院の再生

教育研究基盤施設の再生

合計 約５４０万㎡

基本方針


